
 

 

第１ ２ 章 砂  防 

 

 

１  本県の概況 

 

 奥羽山脈と 出羽丘陵が中央を並行し て縦断する 本県は、 県土のおよ そ７ 割を山地が占め、 し か

も 急峻で複雑かつ脆弱な地形・ 地質構造と なっている 。  

 本県特有のこ の地形・ 地質によ り 、 例年融雪期、 梅雨期の長雨や台風期の集中豪雨時に、 し ば

し ば各地で土石流・ 地すべり ・ がけ崩れ等の｢土砂災害｣が発生し ており 、 と き には人身の損傷や

人家の倒壊など被害を及ぼし ている 。  

 こ のよ う な土砂災害の防止、 被害の軽減を図る ため、 「 やま がた水害・ 土砂災害対策中期計画

2019～2028」 に基づき 、 「 人命第一の緊急避難体制の強化」 、 「 確実で効果的な砂防関係施設の

整備」 、 「 効率的・ 効果的な維持管理」 の三つの柱を掲げ、 総合的な土砂災害対策を推進し てい

く 。  

  

 

２  土砂災害対策 

 

 本県の土砂災害対策の取組みと し ては、 こ れま でも 、 土砂災害発生のおそれのある 箇所の把握

に努め、 着実に土砂災害対策を推進し てき た。 し かし 、 現在においても 土砂災害警戒区域におけ

る 整備率が約25％と 依然と し て低い整備水準にと ど ま っている 状況であり 、今後と も 土砂災害か

ら 県民の生命と 財産を守る ため、 関係機関と 連携を図り 、 ハード 対策と ソ フ ト 対策を適切に組み

合わせた総合的な土砂災害対策の推進が必要である 。  

総
合
的
な
土
砂
災
害
対
策

土砂災害防止施設

（ハード）の整備

警戒避難体制等

（ソフト）の整備

地すべり防止施設の整備（排水施設、排土、盛土等）

砂防設備の整備（砂防えん堤、渓流保全工等）

急傾斜地崩壊防止施設の整備（法枠工、擁壁工等）

雪崩防止施設の整備（予防柵工、防護柵工等）

土砂災害警戒情報等の提供（警戒避難に資する情報の提供）

土砂災害警戒区域等の周知
（インターネット等による公表、土砂災害ハザードマップ作成支援）

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定
（警戒避難体制整備の支援、特定開発行為に対する許可制、建築
物の構造規制、移転勧告及び移転者への融資、資金の確保）

土砂災害防止法に基づく土砂災害緊急情報の通知・周知
（大規模地滑り災害が急迫している状況の場合、市町村が適切に
避難指示の判断等を行えるように緊急調査を実施し、情報を提供）
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（ １ ） 土砂災害防止施設等（ ハード ） の整備 

砂防事業、 急傾斜地崩壊対策事業、 地すべり 対策事業及び雪崩対策事業の実施によ り 、 県

民の生命と 財産を守る ため、 効率的・ 計画的に土砂災害対策を推進する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 警戒避難体制の整備等ソ フト 対策の推進 

土砂災害から 県民の生命を守る ため、 土砂災害のおそれのある 区域について危険の周知、

警戒避難体制の整備、 住宅等の新規立地の抑制、 既存住宅の移転促進等のソ フ ト 対策を推進

する 。  

平成18年９ 月よ り 、 大雨によ る 土砂災害がいつ発生し ても おかし く ない状況と なったと き

に、 気象台と 共同で警戒レ ベル４ 相当の情報と し て土砂災害警戒情報を発表し ている 。  

平成28年３ 月に公開し た「 土砂災害警戒シス テム」 では、 土砂災害危険度情報や土砂災害

警戒区域等を分かり やすく 情報提供し ており 、 予測精度の向上を図り ながら 、 市町村によ る

適切な避難指示の発令や住民の自主避難の判断を支援し ている 。  

ま た、 関係機関と の連携のも と に、 自主的な防災活動の活性化に向けた住民参加によ る ハ

ザード マッ プの作成支援と し て、 手引き を策定し 、 市町村や地域住民へのアド バイ ス 等を行

っている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 土砂災害警戒システム（インターネットで公開） 「住民参加によるハザードマップ作成状況 
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要配慮者利用施設に対し ては、 避難確保計画の作成例（ ひな形） 作成、 避難訓練の実施に

よ る 警戒避難体制づく り の支援を行っている 。 ま た、 土砂災害に関する 学習支援と し て、 小

学校を対象にし た出前授業を実施し 、 防災意識の向上を図っている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  土砂災害防止法について 

正式名称は「 土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する 法律」 で、 平成13

年４ 月１ 日から 施行さ れている 。  

本法の目的は、 土砂災害から 国民の生命及び身体を保護する ため、 土砂災害が発生する おそれ

がある 土地の区域を明ら かにし 、 当該区域における 警戒避難体制の整備を図る と と も に、 著し い

土砂災害が発生する おそれがある 土地の区域において一定の開発行為を制限し 、 建築物の構造の

規制に関する 所要の措置を定める ほか、 土砂災害の急迫し た危険がある 場合において避難に資す

る 情報を提供する こ と 等によ り 、 土砂災害の防止のための対策の推進を図る こ と にある 。  

 

災害対策基本法に基づく 避難指示等［ 市町村］

土砂災害警戒区域の指定［ 都道府県知事］
（住民等の生命または身体に危害が生じるおそれがある区域）

土砂災害特別警戒区域の指定［ 都道府県知事］
（建築物に損壊が生じ住民等の生命または身体に著しい危害が生ずる
おそれがある区域）

対象と なる 土砂災害： 土石流、 地滑り 、 急傾斜地の崩壊

土砂災害防止対策基本指針の作成［ 国土交通大臣］

●土砂災害防止法に基づき行われる土砂災害の防止のための 対策に関する基本的な事項
●基礎調査の実施について指針となるべき事項

●土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定について指針となるべき事項
●土砂災害特別警戒区域内の建築物の移転等その 他土砂災害防止法に基づき行われる土砂災害の防止のための対策に関し指針となるべき事項

●危険降雨量の設定並びに土砂災害警戒情報の通知及び周知のための必要な措置について指針となるべき事項
●緊急調査の実施について指針となるべき事項
●土砂災害緊急情報の通知及び周知のための必要な措置について指針となるべき事項

基礎調査の実施［ 都道府県］

●土砂災害警戒区域の指定等のため、地形や土地利用状況等必要な
調査を実施

●基礎調査の実施後、図面により速やかに結果を公表

警戒避難体制の整備［ 市町村］
●土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に対する警戒避難体制を整備

●ハザードマップの作成・配付

●特定開発行為に対する許可制
●建築物の構造規制（都市計画区域外も建築確認の対象）

●建築物の移転等の勧告
●移転者への融資や資金の支援制度

緊急調査の実施［ 国土交通大臣・ 都道府県］

●都道府県は、重大な土砂災害が急迫した危険が 予想される場合に、

土砂災害が想定される土地の区域及び時期を明らかにするため
緊急調査を実施

●緊急調査に特に高度な専門知識及び技術を要する場合は、
国が緊急調査を実施

土砂災害緊急情報の通知等 ［国土交通大臣・都道府県］

●市町村の避難指示の判断に資するため、緊急調査で得られた土砂災害
の想定される土地の区域及び時期に関する情報を県、市町村に通知及び
一般に周知

●災害対策基本法に基づき防災に関する体制の確立

（市町村地域防災計画・避難判断基準等警戒避難に関する事項の確立）

避難確保計画の作成例 避難訓練の実施状況 出前授業の実施状況 
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【 対象と なる 土砂災害】  

本法は、 がけ崩れ、 土石流、 地すべり を対

象と し ている 。  

 

【 基礎調査】  

土砂災害の発生する おそれがあ る 土地に

関する 地形、 地質等の状況、 土地の利用状況

等を調査し 、警戒区域等の指定や警戒避難体

制の整備等に必要な 基礎的な情報を 収集す

る 。  

 

【 区域の指定】  

基礎調査に基づき 、土砂災害のおそれがあ

る 区域を土砂災害警戒区域と し て指定する 。

ま た、 警戒区域のう ち、 土砂災害によ り 建築

物に損壊が生じ 住民等に著し い危害が生じ

る おそれがある 区域を 土砂災害特別警戒区

域と し て指定する 。  

 

【 土砂災害警戒区域】  

土砂災害が発生し た場合に、住民等の生命

又は身体に危害が生ずる おそれがある 区域

であり 、 市町村地域防災計画への記載、 危険

の周知、 警戒避難体制の整備を行う 。  

 

【 土砂災害特別警戒区域】  

土砂災害が発生し た場合に、建築物に損壊が

生じ 住民等の生命又は身体に著し い危害が生

ずる おそれがある 区域で、特定の開発行為に対

する 許可制、 建築物の構造規制、 建築物の移転

等の勧告及び支援措置（ 住宅金融支援機構の融

資、 がけ地近接等危険住宅移転事業によ る 補

助）、 宅地建物取引における 措置等を行う 。  

区域指定のイメージ（土石流） 

区域指定のイメージ（地すべり） 

区域指定のイメージ（がけ崩れ） 
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【 緊急調査】  

重大な土砂災害の急迫し ている 状況において、 土砂災害

が想定さ れる 土地の区域及び時期を 明ら かにする ため、 特

に高度な技術を 要する 場合は国土交通省が、 その他の場合

については都道府県が緊急調査を行う 。  

なお、 都道府県が緊急調査を行う 対象は、 地すべり であ

り 、 地割れや建築物等に亀裂が発生又は広がり つつある 場

合かつおおむね10戸以上の人家に被害が想定さ れる 場合で

ある 。  

 

【 土砂災害緊急情報】  

国土交通省又は都道府県は、 緊急調査の結果に基づき 当該土砂災害が想定さ れる 土地の区域及

び時期に関する 情報を、 関係自治体の長に通知する と と も に、 一般に周知する 。  

 

令和６年３月31日現在の山形県内における土砂災害警戒区域等指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※区域が市町村境界を 跨ぐ 場合がある ため、 市町村の区域数の和と 「 山形県」 の数値が一致し ないこ と がある 。  

緊急調査のイメージ（地すべり） 

うち特別 うち特別 うち特別 うち特別

山形市 94 68 25 0 134 131 253 199

上山市 96 68 45 0 91 88 232 156

天童市 28 20 1 0 29 29 58 49

山辺町 20 15 14 0 20 20 54 35

中山町 3 0 0 0 4 4 7 4

寒河江市 34 12 14 0 84 79 132 91

河北町 9 5 2 0 15 14 26 19

西川町 54 31 36 0 86 83 176 114

朝日町 53 27 41 0 99 93 193 120

大江町 33 22 20 0 56 55 109 77

村山市 38 15 19 0 41 36 98 51

東根市 38 25 0 0 35 33 73 58

尾花沢市 29 16 4 0 39 39 72 55

大石田町 21 10 14 0 8 6 43 16

新庄市 17 7 5 0 26 21 48 28

金山町 38 21 1 0 46 45 85 66

最上町 55 35 3 0 39 38 97 73

舟形町 28 17 27 0 40 36 95 53

真室川町 59 30 54 148 138 261 168

大蔵村 3 57 43 42 103 42

鮭川村 39 20 52 0 46 43 137 63

戸沢村 36 23 58 0 71 70 165 93

米沢市 152 118 9 0 90 89 251 207

南陽市 91 75 38 0 74 73 203 148

高畠町 51 47 1 0 39 39 91 86

川西町 36 32 17 0 9 9 62 41

長井市 47 32 0 0 22 22 69 54

小国町 149 104 9 0 51 50 209 154

白鷹町 116 66 12 0 53 52 181 118

飯豊町 48 31 5 0 12 12 65 43

鶴岡市 468 264 101 0 446 432 1,015 696

酒田市 182 96 76 0 200 193 458 289

三川町 - - - - - - - -

庄内町 31 10 9 40 40 80 50

遊佐町 12 10 0 20 20 32 30

合計 2,180 1,350 757 0 2,249 2,167 5,186 3,517

地すべり 急傾斜地 計市町村名

指定箇所数

土石流
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４  各事業の概要( 県関係事業)  

 

（ １ ） 砂防事業 

本県は総面積9, 323k㎡（ 932, 300ha） のう ち山地、 丘陵部等の面積が約７ 割を占め、 最上

川、 赤川、 荒川、 阿武隈川水系など の各支流は、 流路が短く 急勾配を呈し ており 、 地質も 脆

弱で土砂の流出が多い。  

本県における 砂防事業は、 大正５ 年、 尾花沢市丹生川支川河原沢川（ 現中沢川） 及び米沢

市大樽川流域で植林を中心と し た山腹工によ り 始ま り 、 以来逐年施行を続けてき た。  

本県における 土石流危険渓流数は2, 180渓流あり 、 通常砂防事業、 火山砂防事業を主体と し

てハード 対策を推進し ている 。 ま た、 自然環境に配慮すべく 、 平成11年度ま でに本県におけ

る 渓流環境整備計画を策定し 、 その基本理念・ 方針に基づき 生態系にやさ し い砂防事業を展

開し ている 。 なお、 砂防事業は、 砂防法第２ 条の規定に基づき 、 砂防指定地内で実施する こ

と と さ れており 、 令和６ 年３ 月末現在、 砂防指定地は2, 043箇所で、 その面積は約18, 761haに

及んでいる 。  

災害対策については、 昭和62年８ 月の集中豪雨によ る 温海町災害に対し て実施し た砂防激

甚災害対策特別緊急事業（ 鶴岡市[ 旧温海町] S63～H２ 年度） や災害関連緊急砂防事業（ 鶴岡

市[ 旧温海町] H７ 、 山辺町H８ 、 朝日町H９ 、 南陽市他H10、 山形市H11、 大江町H12・ 寒河江市

他H14、 朝日町他H17、 米沢市H18、 山形市H19、 鶴岡市H21、 朝日町H22等） において復旧対策

を実施し た。  

ま た、 ソ フ ト 対策については、 土砂災害情報

周知（ 土砂災害危険箇所図、 火山防災マッ プ

等） のための情報基盤緊急整備事業を実施し 、

ハード ・ ソ フ ト 一体と なった総合的な土砂災害

防止対策の推進を展開し ている 。  

    
 
 
 
 
 
 
 

最近10年における 砂防事業費の推移                                 ( 単位： 千円)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(注1) 令和4年度までの事業費は最終額、令和5年度は当初予算額＋補正額、令和6年度は当初予算額である。 

(注2) 総合流域防災事業（施設調査）はすべて砂防に計上。  

志平沢砂防えん堤（最上町） 

年度 直轄 補助 単独 計

H27 4,309,000 916,000 769,405 5,994,405

H28 4,805,000 1,668,666 766,000 7,239,666

H29 4,795,000 2,102,406 790,200 7,687,606

H30 4,707,000 1,476,000 729,200 6,912,200

R1 5,603,000 1,742,598 489,800 7,835,398

R2 6,793,000 2,978,390 578,700 10,350,090

R3 5,240,000 1,794,990 472,800 7,507,790

R4 4,725,000 1,719,540 851,500 7,296,040

R5 5,242,000 2,262,000 682,000 8,186,000

R6 4,289,000 800,000 847,600 5,936,600
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（ ２ ） 地すべり 対策事業 

本県における 地すべり 現象は、 古来よ り 各所に発生し ていたがその記録は少なく 、 ま た現

在その移動を休止し ている 箇所も 多く 、 その形態が地すべり と も 山崩れと も 判別のつかない

も のも ある 。 平成10年度に総点検を実施し た結果、 県土整備部所管の地すべり 危険箇所は230

箇所と なっており 、 令和６ 年３ 月末ま で地すべり 防止区域と し て指定さ れている のは99箇

所、 面積は約5, 368haと なっている 。  

こ れを水系別に見る と 銅山川・ 角川水系に一番多く 分布し 、 次に立谷沢川・ 赤川・ 梵字川

水系、 さ ら に県南の白川・ 荒川水系に数多く 分布し ており 、 その他白鷹山系の一部、 出羽丘

陵摩耶山系の北西部などに散在し ている 。  

公共地すべり 対策事業と し ては、 昭和27年に飯豊町菅沼及び戸沢村古口地区において、 総

額200万円をも って地下水排除工、 杭柵工を施行し たのが最初である 。  

以来、 公共地すべり 対策事業費( 補助) は令和４ 年度末ま でおよ そ548億円に達し ている 。 地

すべり 防止工法と し ては、 集水井工・ 横ボーリ ング工・ 排水ト ンネル工等の抑制工およ び鋼

管杭工・ アンカー工・ 擁壁工等の抑止工を実施し ており 、 本県においては抑制工の占める 割

合が大き い。  

ま た公共事業（ 国庫補助） の他に昭和36年度から 県単独地すべり 対策事業を実施し てい

る 。  

 

     最近10年における地すべり事業費の推移                   
             (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

( 注) 令和4年度ま での事業費は最終額、 令和5年度は当初予算額＋補正額、令和6年度は当初予算額である。 

 

 

 

 

被災状況 完成状況 

上絵馬河災害関連緊急地すべり対策事業（鮭川村） 

年　度 直　　轄 補　　助 県　　単 計

H27 901,000 754,284 139,000 1,794,284

H28 1,101,000 115,500 157,800 1,374,300

H29 1,001,000 136,400 144,000 1,281,400

H30 931,000 178,500 249,763 1,359,263

R1 888,000 197,400 75,426 1,160,826

R2 1,122,000 512,400 259,169 1,893,569

R3 1,242,000 1,263,100 99,569 2,604,669

R4 1,122,000 1,189,000 94,400 2,405,400

R5 1,353,000 1,584,000 52,900 2,989,900

R6 949,000 310,000 57,000 1,316,000  
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（ ３ ） 急傾斜地崩壊対策事業 

わが国においては、 豪雨のたびに急傾斜地の崩壊（ いわゆる がけ崩れ） が発生し 、 多く の

人命、 財産が失われている 。 こ の様な事態に対処し 、 急傾斜地の崩壊によ る 災害から 国民の

生命を守る ため、 昭和44年７ 月｢急傾斜地の崩壊によ る 災害の防止に関する 法律｣が制定さ れ

た。 こ の法律に基づき 本県においても 昭和44年12月「 山形県急傾斜地の崩壊によ る 災害の防

止に関する 法律施行細則」 が施行さ れ、 急傾斜地災害に対し 、 行政上必要な措置がと ら れて

おり 、 その成果をあげつつある 状況である 。  

県内には、 急傾斜地崩壊危険箇所が1, 325箇所あり 、 こ れら の箇所の対策と し て急傾斜地法

に基づく 急傾斜地崩壊危険区域の指定促進、 周辺の土地利用規制、 警戒避難体制の整備、 が

け崩れ災害防止意識の啓発、 がけ地近接危険住宅移転事業等の諸対策を促進する 一方、 急傾

斜地崩壊防止工事について整備を促進し ていく 計画である 。  

急傾斜地崩壊危険区域と し て指定さ れた箇所は、 令和６ 年３ 月末現在327箇所と なっている

が、 今後さ ら に指定を促進する 。  

急傾斜地崩壊危険区域と し て指定し た箇所のう ち、 昭和45年度から 過去に被害のあった箇

所等危険度の高いも のから 擁壁工、 法面工等の工事を進めており 、 令和５ 年度ま で公共事業

及び、 県単独事業で312箇所概成し ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大淀 急傾斜地崩壊対策事業 （村山市：完了後 撮影） 

 

最近10年における急傾斜地崩壊対策事業費の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 令和4年度までの事業費は最終額、令和5年度は当初予算額＋補正額、令和6年度は当初予算額である。 

年　度 補　　助 県　　単 計
H27 183,485 438,600 622,085

H28 596,773 392,200 988,973

H29 325,278 335,012 660,290

H30 281,400 406,200 687,600

R1 444,700 492,800 937,500

R2 507,100 584,784 1,091,884

R3 269,800 395,523 665,323

R4 189,000 577,825 766,825

R5 337,000 635,500 972,500

R6 97,000 596,000 693,000  

( 単位： 千円)  
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（ ４ ） 雪崩対策事業 

 本県は豪雪地帯に指定さ れており 、 特に山間部の集落は大雪にみま われ、 雪崩の危険を感

じ ている 人々は少なく ない。 雪崩はひと たび発生する と 、 その破壊力、 災害規模の大き さ の

面から 甚大な被害を与え、 住民にと って大き な脅威である 。 こ れに対処する ため、 本県では

昭和62年度よ り 事業を実施し ており 、 平成28年度ま でに雪崩発生の危険性が高い箇所の対策

が完了し ている 。  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

５  国直轄事業 

 国直轄砂防事業は、 砂防設備が他府県に跨る 場合、 或いは工事規模が大き い場合等に実施さ

れる も のである 。 県内では現在、 最上川、 赤川、 荒川、 阿武隈川の４ 水系において実施さ れて

おり 、 担当する 国の機関は次のと おり である 。  

水 系 名 国 の 機 関 名 

最上川・赤川 国土交通省東北地方整備局新庄河川事務所 

荒    川 国土交通省北陸地方整備局飯豊山系砂防事務所 

阿 武 隈 川 国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所 

 

（ １ ） 最上川水系 

 最上川水系の直轄砂防事業は、 昭和12年立谷沢川に着手以来、 銅山川、 寒河江川、 角川、 鮭

川、 立谷沢川の各河川で実施さ れている 。  

 地すべり 対策事業は、 黒渕地区（ 戸沢村） 、 平根地区（ 戸沢村） 及び豊牧地区（ 大蔵村） の

直轄地すべり 防止工事が完了し ており 、 月山地区（ 西川町志津） が事業実施中である 。  

〈事業実施状況〉                                             (単位：百万円) 

事 業 別 
令和5年度 令和6年度 

摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 19 2,775 14 2,454 砂防堰堤工 

地すべり - - - -  

      計 19 2,775 14 2,454  

  (注) 事業費は、令和5年度は当初内示額＋補正額、令和6年度は当初内示額である。 

   (注) 月山地区地すべり（田麦俣、志津）について、志津分は赤川水系に計上している。 

柳渕雪崩対策事業（大蔵村）H22 概成 

年　 度 補　 　 助

H27 23, 100

H28 21, 000

H29 0

H30 0

R1 0

R2 0

R3 0

R4 0

R5 0

R6 0  

（注） 令和5年度までの事業費は最終額 

令和 6 年度は当初内示額である 

雪崩対策事業費の推移  (単位：千円) 
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（ ２ ） 赤川水系 

 赤川水系は従来県施行と し て実施さ れていたが、 国において流域全体について総合的な砂防

基本計画を策定し 、 昭和58年国直轄施行区域に編入さ れ、 昭和62年度よ り 着工さ れた。  

 ま た、 平成21年度には直轄地すべり 対策事業と し て、 月山地区（ 鶴岡市田麦俣） が採択さ れ

事業実施中である 。  

 

      〈事業実施状況〉                                             (単位：百万円) 

事 業 別 令和5年度 令和6年度 摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 11 1,059 10 917 砂防堰堤工 

地すべり 1 1,353 1 949 排水トンネル工 

      計 12 2,412 11 1,866  

(注) 事業費は、令和5年度は当初内示額＋補正額、令和6年度は当初内示額である。 

 (注) 月山地区地すべり（田麦俣、志津）について、志津分も赤川水系に計上している。 

 

（ ３ ） 荒川水系 

 荒川水系は、 昭和42年８ 月28～29日発生の羽越豪雨によ る 大災害を契機と し て、 昭和44年に

国直轄施行区域に編入さ れた。同年４ 月砂防工事事務所が設置さ れ、直ちに砂防工事を実施し 、

現在に至っている 。 荒川水系のう ち本県に係る 主な幹川は、 荒川本川、 玉川、 横川である 。  

  〈事業実施状況〉                                              (単位：百万円) 

事 業 別 令和5年度 令和6年度 摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 6 1,288 6 758 砂防堰堤工 

地すべり - - - -  

      計 6 1,288 6 758  

(注)事業費には、新潟県負担分を含む。 

(注) 事業費は、令和5年度は当初内示額＋補正額、令和6年度は当初内示額である。 

 

（ ４ ） 阿武隈川水系 

 阿武隈川水系のう ち本県に係る 松川は、 昭和25年国直轄に編入さ れ、 松川支川前川において

砂防工事を実施中である 。   

  〈事業実施状況〉                                              (単位：百万円) 

事 業 別 
令和5年度 令和6年度 

摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 2 120 2 160 砂防堰堤工 

地すべり - - - -  

      計 2 120 2 160  

(注)事業費には、福島県負担分を含む。 

(注) 事業費は、令和5年度は当初内示額＋補正額、令和6年度は当初内示額である。 
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６  各指定地の管理 

 

 地すべり 防止施設等の施設管理に万全を期すと と も に、 砂防指定地・ 地すべり 防止区域・ 急傾

斜地崩壊危険区域内における 掘削、切土など不法行為によ る 人的災害を防止する ため監視体制の

強化を図る 等管理の徹底に努める 。  

 

（ １ ） 砂防指定地、 地すべり 防止区域、 急傾斜地崩壊危険区域の指定状況( 令和６ 年３ 月末現在)  

(面積単位：ha) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 地すべり防止区域は農林水産省所管、林野庁所管分を除く。 

 

（ ２ ） 地すべり 急傾斜地等の巡視員の設置 

指定地の適正な管理の一環と し て、巡視・ 点検活動は不可欠なも のである 。付近の居住者で、

かつ地元の実情に精通し ている 方を巡視活動に活用する こ と は、 適正な管理につながる も ので

ある 。  

 こ の趣旨によ り 、 昭和54年よ り ｢山形県地すべり 急傾斜地等巡視員設置要綱｣を定め、 地すべ

り 防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域の巡視の強化を図っている 。  

 令和5年度においては、 地すべり 防止区域99箇所( 直轄を除く ) 、 急傾斜地崩壊危険区域325箇

所を対象と し て、 342名の巡視員を委嘱し ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

箇所数 面　積 箇所数 面　積 箇所数 面　積 箇所数 面　積

村山総合支庁 233 1,730.84 12 465.97 21 27.86 266 2,224.67

村山総合支庁(西村山) 240 1,208.74 15 995.86 53 106.30 308 2,310.90

村山総合支庁(北村山) 174 1,015.00 7 153.43 23 42.64 204 1,211.07

最上総合支庁 386 2,514.14 28 1,967.05 67 105.09 481 4,586.28

置賜総合支庁 176 1,254.49 11 363.41 22 38.71 209 1,656.61

置賜総合支庁(西置賜) 288 2,555.13 9 396.53 16 30.98 313 2,982.64

庄内総合支庁 546 8,482.73 17 1,025.95 125 171.45 688 9,680.13

計 2,043 18,761.07 99 5,368.20 327 523.03 2,469 24,652.30

面　積　比

合　　計

76.1% 21.8% 2.1% 100.0%

公　所　別
砂　　防 地すべり 急傾斜地
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７  災害復旧事業 

 

本県における 国土交通省水管理・ 国土保全局所管の公共土木施設災害については、 毎年融雪

や豪雨等によ り 発生し ている が、 特に被害が大き かったも のと し ては、 昭和42年の羽越水害、 4

4年の８ ． ８ 災害、 49年の８ ． １ 災害、 50年の県北水害及び51年の８ ． ６ 災害、 62年の温海災

害、 平成７ 年の温海災害、 13年の低温災害、 16年の豪雨及び台風災害、 18年・ 24年の低温災

害、 25年・ 26年２ 年続けての豪雨災害、 30年の８ 月豪雨災害、 令和２ 年の７ 月豪雨災害、 令和

４ 年８ 月の豪雨災害がある 。  

過去10年の主な災害復旧の決定工事（ 別表１ ） をみる と 、 平成26年は、 ７ 月９ ～10日にかけ

て、 東北地方に停滞する 梅雨前線に向かって、 台風第８ 号から 暖かく 湿った空気が流れ込み、

大気の状態が不安定と なり 、 雷を伴う 非常に激し い雨が降り 、 ２ 年続けて記録的な豪雨に見舞

われ、 県南部を中心に河川の氾濫や土砂災害等が発生し た。  

平成27年は、 ９ 月６ ～11日にかけ、 台風18号及び豪雨によ り 、 奥羽山系沿いの最上・ 北村

山・ 村山・ 置賜で災害が発生し た。  

平成28年は、 ８ 月22～23日にかけて県内を縦断し た台風９ 号によ り 、 西村山を除く 全域で大

雨と なり 、 最上地域を中心に災害が発生し た。 こ のう ち、 大蔵村が激甚災害に指定さ れた。  

平成29年は、 災害の発生が少なく 、 平成に入ってから 最少の箇所数と なった。  

平成30年は、 ８ 月に東北地方に停滞する 前線に向かって、 暖かく 湿った空気が流れ込み、 大

気の状態が不安定と なり 、 非常に激し い雨が降り 、 記録的な豪雨に見舞われ、 最上地域を中心

に甚大な災害が発生し た。 こ の豪雨によ り 、 公共土木施設に大き な被害が出たと し て、 舟形

町、 大蔵村が局地激甚災害に指定さ れた。  

令和元年は、 ６ 月１ ８ 日に山形県沖を震源と する 地震が発生し 、 鶴岡市において震度６ 弱を

記録する など 、 庄内地域で被害を受けた。 ま た、 台風１ ９ 号及び豪雨によ り 奥羽山系沿いを中

心に災害が発生し た。 こ の豪雨によ り 、 公共土木施設に大き な被害が出たと し て、 大蔵村が激

甚災害の指定によ り 補助率が嵩上げさ れた。  

令和２ 年は、 ７ 月に梅雨前線の影響によ り 豪雨と なり 、 県内全域で甚大な被害が生じ 、 県民

生活や経済活動に多大な影響が及んだ。 こ の豪雨によ り 、 公共土木施設に大き な被害が出たと

し て、 西川町、 朝日町、 大江町、 白鷹町、 大蔵村が激甚災害の指定によ り 補助率が嵩上げさ れ

た。  

令和３ 年は、 ７ 月10 ～13 日にかけ、 最上、 庄内地方を中心に大雨と なり 、 こ の雨によ り 、

河川の増水や地盤の緩みなど が生じ たため、 公共土木施設に被害が発生し た。  

令和４ 年は、 ８ 月３ ～４ 日にかけ、 東北地方に停滞し た前線や低気圧に向かって、 台風第６

号を起源と する 暖かく 湿った空気が流れ込み、 大気の状態が非常に不安定と なった影響で、 置

賜地方を中心に積乱雲が発達し 、 線状降水帯によ る 非常に激し い雨が同じ 場所で降り 続き 、 西

置賜地域を中心に甚大な災害が発生し た。 こ の豪雨によ り 、 公共土木施設に大き な被害が出た

と し て、 川西町、 小国町、 飯豊町が激甚災害の指定によ り 補助率が嵩上げさ れた。  

令和５ 年は、 令和４ 年12月31日～令和５ 年５ 月16日に発生し た鶴岡市西目地区の地すべり に

よ り 、 市道が被災し た。 ま た、 ６ 月27日～29日にかけ、 村山、 置賜地方を中心に大雨と なり 、

公共土木施設に被害が発生し た。  

ま た、 負担法の対象外である 小規模な災害については県単独の災害復旧事業を実施し てい

る 。  
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河川環境の保全については、 平成９ 年に河川法が改正さ れ、 河川管理の目的に「 河川環境の整備

と 保全」 が位置づけら れたこ と によ り 、 災害復旧事業の施工に際し ても 自然の生態系、 水と 緑の景

観、 川と 人の触れ合い等の環境に配慮する こ と と なった。 こ のため、 平成 10 年に国土交通省河川局

はコ ス ト 縮減も 考慮し つつ自然の回復力によ って、 自然環境の保全が可能と なる よ う な工夫を選択

する 技術指針と し て「 美し い山河を守る 災害復旧基本方針」 を策定（ 平成 30 年 6 月改訂） し た。 本

県でも 11 年災から は、 基本方針の理念を尊重し 、 地域特性等に配慮する 県版基本方針を策定し て復

旧工事を実施し ている 。  

 

 

別表１ 過去１０年の主な災害復旧の決定工事 (国土交通省所管補助災害分)              （単位：千円） 

 

箇所数 決定工事費
初年度

復旧進度
箇所数 決定工事費

初年度

復旧進度
箇所数 決定工事費

初年度

復旧進度

166 5,872,565 86.6% 77 1,301,099 78.7% 243 7,173,664 86.0%
地すべり 5件、7月豪雨230件、豪雨6件、落雷1

件、港湾1件(内未成を含む)

(1) (6,573) (1) (6,573) ( )は、公園災害で内数

(1) （162,796） (1) （162,796） ( )は、港湾災害で内数

51 1,755,327 88.4% 17 114,629 69.9% 68 1,869,956 86.9% 港湾1件、地すべり3件、豪雨64件

(1) (314,707) (1) (314,707) ( )は、港湾災害で内数

H28 105 2,553,806 85.9% 42 390,495 81.0% 147 2,944,301 85.0%
豪雨4件、台風7号3件、台風9号90

件、台風10号8件

H29 9 208,135 85.0% 5 46,295 113.1% 14 254,430 89.8%
融雪1件、地すべり1件、梅雨前線

豪雨8件、台風21号2件

419 8,827,376 85.1% 203 1,678,902 83.4% 622 10,506,278 84.8% 地すべり1件、豪雨621件

(1) (5,418) (100.0%) (1) (5,418) (100.0%) ( ）は、下水道災害で内数

88 2,098,620 65.0% 43 448,150 100.0% 131 2,546,770 85.0% 港湾3件、地震13件、豪雨115件

(3) (189,208) (3) (189,208) ( )は、港湾災害で内数

357 9,120,543 73.1% 198 2,885,037 74.0% 555 12,005,580 73.0%
7月豪雨520件、豪雨33件、地すべ

り2件

(0) (0) (2) (121672) (2) (121672) ( ）は、下水道災害で内数

(0) (0) (1) (119,058) (1) (119,058) ( )は、公園災害で内数

R03 19 337,897 85.0% 2 31,410 91.9% 21 369,307 85.4%

196 9,358,056 85.0% 125 4,249,539 51.4% 321 13,607,595 74.9%
6月豪雨44件、7月豪雨1件、8月豪

雨272+2件、地すべり2件

(0) (0) (1) (603,300) (1) (603,300) ( ）は、下水道災害で内数

(0) (0) (4) (157,078) (4) (157,078) ( )は、公園災害で内数

R05 4 400,929 2 60,715 6 461,644

年　災

H26

県　　工　　事
摘　　　要

市町村工事 合　　　　　　計

R04

R02

H27

H30

R01
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８  改良復旧事業 

 

被害が激甚で災害復旧事業のみではその効果が十分でない場合には、 未被災施設を含む一連

の施設について、 一定の計画に基づき 災害復旧費に改良費を加えて改良復旧事業を行い、 再度

災害の防止を図る こ と と し ている 。 改良復旧事業はその規模や工種によ り 災害関連事業と 災害

復旧助成事業に大別さ れる 。  

改良復旧事業は、 通常の治水事業と は別枠で予算措置さ れ、 し かも 短期間に工事を完成さ せ

る こ と ができ る も のである こ と から 、 現下の厳し い財政状況のなか、 社会資本の整備を図って

いく う えで積極的に制度を活用し ていく 必要がある 。  

 

（ １ ） 災害関連事業 （ 別表２ ）  

災害関連事業の制度は昭和29年８ 月に創設さ れたが、 本県では昭和31年に発生し た災害か

ら 採択を受けている 。 現在ま でに実施し た災害関連事業は、 県工事と 市町村工事と を合わせ

て391箇所になっており 、 県土の安全と 環境の保全に寄与し ている 。  

 

（ ２ ） 災害復旧助成事業 （ 別表３ ）  

災害復旧助成事業は、 河川又は海岸に係る 災害関連事業で改良費が６ 億円を超える も ので

ある 。 本県では昭和23年に升形川で発生し た災害から 採択さ れて以来、 54年の大山川での災

害ま で32件が採択さ れている 。 採択箇所の多かった年と し ては、 昭和46年( 田沢川ほか４ 箇

所) 、 49年( 升形川ほか４ 箇所) 、 50年( 真室川下流ほか４ 箇所) 及び51年( 角川ほか３ 箇所) があ

る 。 近年では令和4年に小白川が採択さ れている 。  

 

別表２ 災害関連事業推移表 〔県・市町村工事の計、過去２０年〕                    (単位：千円) 

年災 種  別 本 数 事 業 費 
内   訳 

災 害 費 関 連 費 他  費 

６ 河 川 １ 87,229 44,126 43,103  

７ 河 川 １ 1,220,883 757,340 463,543  

１０ 河 川 ２ 519,880 278,887 240,993  

１１ 河 川 ４ 1,228,017 616,199 611,818  

１６ 河 川 ２ 260,283 140,633 119,650  

１７ 河 川 １ 193,276 127,099 66,177  

２５ 河 川 ３ 818,455 415,030 403,425  

２６ 
河 川 ２ 1,432,375 699,873 653,215 79,287 

道 路 １ 862,424 386,519 384,789 91,116 

２８ 河 川 １ 1,167,401 608,806 558,595  

Ｒ４ 

河 川 １ 1,164,125 790,704 373,421  

砂 防 １ 375,572 202,443 173,129  

道 路 １ 909,306 531,830 377,476  

※事業費は、当初決定額である。     
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別表３ 災害助成事業推移表                                                    (単位：千円) 

年災 種  別 河 川 名 事 業 費 
内    訳 

災 害 費 関 連 費 

Ｓ４９ 

河  川 牛房野川 746,117 375,117 371,000 

河  川 野尻川 967,775 426,775 541,000 

河  川 荒沢川 446,983 211,983 235,000 

河  川 升形川 1,121,730 471,730 650,000 

河  川 新田川 1,106,085 500,085 606,000 

５０ 

河  川 真室川(下) 1,889,891 829,891 1,060,000 

河  川 真室川(上) 705,687 335,687 370,000 

河  川 小又川 1,374,213 614,213 760,000 

河  川 戸沢川 610,935 310,935 300,000 

河  川 猪の沢川 597,224 317,224 280,000 

５１ 

河  川 角川 2,249,735 1,199,735 1,050,000 

河  川 京田川 693,710 413,710 280,000 

河  川 藤島川 1,589,122 779,122 810,000 

河  川 大戸川 770,933 390,933 380,000 

５３ 河  川 黒川 2,516,715 1,048,915 1,468,000 

５４ 河  川 大山川 1,871,193 580,193 1,291,000 

Ｒ４ 河  川 小白川 1,625,520 934,107 691,413 

※事業費は、当初決定額である。     
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